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典派価格理論であった。   
しかし現実には、独占・寡占、情報の不完全性・非対称性、外部性、規模の経済性など、  









が求められる、というのが本稿の問題意識である。   
まず、本稿の分析の立場を明らかにする。第1・2節では、伝統的産業組織論と新理論  
を比較して、伝続的理論の政策インプリケーションと新理論の特徴、意義を概観する。第  
3節では情報に基づく経済分析について述べる。   
第4・5節では、需要不確実性下でのクールノー複占型の不完備情報戦略ゲームを定義  
することにより、非対称的な情報は企業にとって非常に価値が高く、また企業は私的な情  




とが望ましいことを示す。   
第7・8節では、本稿1・2節でとりあげた理論の産業政策へのインプリケーションを  
確認し、従来の産業政策のあり方を評価と比較して今後の産業政策のあり方を展望する。   
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1：産業組織論の展開とゲーム理論、情報の経済学   
1：伝統的産業組織論～クールノー極限定理とSCPパラダイム   
新産業組織論を取り扱うことの意義を明らかにするため、以下では産業組織論を確立し  
た伝統的な立場（「ハーバード学派」とよばれる）、およびそれを批判し新産業組織論の発展  
の契機をなした立場（「シカゴ学派」）の主張を概説する。   
ハーバード学派の考え方は新古典派の伝統的な価格理論に依拠しており、独占と 
争を両極とし、現実をその中間に位置付ける。つまり、現実は一般に寡占状況にある。   
一方の極である完全競争に近づくにつれて資源配分上の効率性が達成される。したがっ  
て、主要な政策目標は効率性の確保であり、それを可能にする有効競争の確保である。   
図Ⅰは、生産量q、費用C＝C q（平均費用AC＝限界費用MC＝C）の単純なケース  




o  A O■ B  D Q  
図1完全競争、独占、クールノー複占と死荷重（限界費用一定のケース）  
業1の供給を00，（所与）とすると、企業2の限界収入はMR，となる。クールノー均衡点は  
E、均衡価格はP＊、二者による供給はOBであり、死荷重は三角形ECDで示される。   
更にクールノー競争の参加者を増加させると、同様に均衡価格は下がり供給は増え、死  
荷重は減る。P＞MCである限り正の利潤が得られるから、参入は点Cまで可能である。  








れを「SCPパラダイム」と呼ぶ。   
ハーバード学派の理解では、差別化や参入障壁といった価格理論では説明できない要因  
のために、現実には価格理論の想定するような完全競争状態は実現されていない。こうし  
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て与えられる寡占的市場構造（S）は、少数企業の共謀などの行動（C）を促し、独占利潤の発  
生等の経済損失（P）につながる。つまり  P＝プ（C），C＝g（∫）⇔ P＝ん（∫）とい  
ういう関係が存在することになる。この立場からは、厳格なカルテル・トラスト対策によ  
る強制的な独占・寡占の排除が肯定される。   














論では捉えきれない現実要素をどう定義し、どのように理論化するかが課題であった。   
70年代から80年代にかけてミクロ経済学に次々と新しい成果が出て産業組織論に  
応用され、その分析も精教化してきた。こうして生じた一連の新理論は、「新産業組織論」  
「理論的産業組織論」などと総称される。   
ではどのような要素が新たに勘案され、どうした理論が生まれてきたのか。価格理論の  
仮定、およびハーバード・シカゴ商学派の特徴と照らしながら、以下に述べる。  
1）参入障壁の存在とコンテスタビリティ理論   
シカゴ派の定義による参入障壁とは費用構造の非対称性であり、同様の技術にアクセス  






過利潤は発生せず競争的水準が維持されるという、従来とは全く逆の結論が導き出される。   








能性がある。こうした考え方は取引費用論として発展していく。   









能にしたのがゲーム理論である。   
ゲーム理論では、経済主体の行動パターンや競争環境を定義し、各主体が戦略的に行動  
する結果、どのようなプロセスを経て市場が安定的な均衡に至るのかを説明する。特にそ  




が内生的に決定するメカニズム（C→Sの関係）を研究することが可能になった。   
このアプローチは、外的条件によって市場構造が与えられていた伝統的価格理論やSC  
P構造とは対照的である。従来の環境適応行動論に対し、企業自らが戦略的行動により環  
境を操作する、という分析視角が提示されたのである。   
また、繰り返しゲームや不完備情報ゲーム（非対称ゲーム）の発達により、より長期にわ  
たる動学的分析や、ゲームのルールについての情報が不完全な状況を分析するモデルが発  
展した。また、経済主体の限定合理性を想定した分析も発達しつつある。   
本稿では、多岐にわたるゲーム理論の成果のうちから、情報の非相称性にまつわる分析  
をとりあげる。  
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3：情報の価値と非対称性   
伝統的価格理論において、財や資本、需要等に関して「完全情報」を想定していることは  
先に述べた。各経済主体は、現実にはそれらにまつわる不確実性などの行動リスクを軽減  
するために、追加的な情報を得ようとする。   
経済主体αがメッセージ∽を入手したとすると、ベイズの定理によって行動戦略sをと  
るときの事後確率ダ和瑚椚）を得ることができる 。この事後確率に奉づき、情報mを利用  
したときの利得γ（α（椚），∫）の期待値を最大化するように行動するものとする。情報∽を利用  
しないときの利得をプ（可0），∫）とすると、情報による期待利益の増加は   
v（司＝∑押坤め（α（〝車ト∑叩瑚椚ゝ（α（0わ）で表される。   
情報は分散的に所有されている。したがってv（椚）を実現するために、経済主体はコスト  





する完全情報モデルに替わり、不完全情報下の経済分析モデルが必要となった。   
売り手と買い手の間での非対称性や、それにまつわる情報収集コストの分析は、逆選択  
やモラルハザード、サーチ理論、取引費用論等といった研究に結びついてきた。   
供給サイドから分析を行なう産業組織論の基本的立場を踏まえ、供給者間での情報の非  
対称構造について分析する場合、ゲーム理論は有効なツールとなる。複数の供給者間で行  








おいて情報集合の節が複数ある）ゲームである。   
次節以降で、この不完備情報でのクールノーゲームにおいて、情報の保有構造がどうい  
う影響をもたらすかを分析する。  
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l暮：理論的分析   
4：クールノー競争の不完備情報ゲーム（1）   
不完備情報下では、個々のプレイヤーは自らのタイプしか知らず、他のプレイヤーのタ  
イプ才ト1に対する信念仲elie研こ基づいて行動する0ここで、全てのプレイヤーが知っている  




タイプし1に関する条件付確率をもつことができる0この操作をハルサニ変換という。   
信念の整合性と、逐次整合性を満たした均衡（部分ゲーム完全均衡）が、「完全ベイズ均衡」  
とよばれる不完備情報ゲームでのナッシュ均衡である。   
ここでは需要不確実性のもとでのクールノー複占市場を分析する。  
企鄭（＝1，2）の産出する財鋸留2の価格は、P＝α－み（吼＋酌）とする。   
ここで、需要パラメータα（＞0）を確率変数、あ（＞0）を定数とする。   
また簡単化のために、各企業の費用関数Cf＝Cf吼においてc～＝0とし、財は同質的とす  
る。このとき、各企業の利潤は、方∫＝α吼－あ百子ーあ掴ノ ー（f≠刃 で表される0   
各企業はαの確率分布は知っているが実現値は知らない。各企業は相手企業の産出量を予  
想すると同時に、確率変数αの値を推定しながら産出量を決定する必要がある。   
この状況で、いずれかあるいは両方の企業がαに間する情報を利用することができるなら  
ば、各企業の均衡産出量や均衡期待利潤は変化するはずである。   
αに関する情報を∫∈ぶとし、各企業は情報sを利用するかどうかの選択に直面している  
とすると、実現可能な戦略の組み合わせは次の4つであり、次のように表すこととする。  
①両企業とも情報を利用しない場合（各企業がゼロ情報）  …（0，0）  
②企業1が情報を利用せず、企業2が利用する場合（不完備非対称情報）  …（0，1）  
③企業1が情報を利用し、企業2が利用しない場合（ク）  …（1，0）  
④両企業とも情報を利用する場合（情報sの共同利用、不完備対象情報）   …（1，1）   
一般に各企業の情報戦略の組を叩＝（恥符2）と表す。以下、叩＝（0，0），（0，1），（1，0），（1，1）  
について各企業の均衡産出量と均衡利潤を計算する。   
αは低い値αエか高い倍α〟をとるものとし、事前の確率分布としてαエが生起する確率を  
∂、α打が生起する確率を（1－∂）とする。各企業の情報∫fはαエと㌔のいずれであるかを知  
らせる。前者であれば∫f＝㌔、後者であれば㌔とする。このとき、符の4つのケースは図   
3のツリー構造で表現される。  
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①符＝（0，0）の場合   
これはゼロ情報下のクールノーゲームと同じケースである。   
各企業は事前の確率分布を用いてαを推定する。期待利潤は  










②り＝（0，1）の場合   
企業2の産出量曾2ほ、Sの関数として曾2＝ヴ2（∫）と表される。各企業の利潤はそれぞれ、  
方1＝α吼－み吼2－あ綱2（∫），方2＝α留2（∫トあ（留2（∫））2－あ糾2（∫）と表される。   
企業1は確率変数ヴ2（∫）の平均産出量g（曾2（∫））を想定しつつ、期待利潤  
∫  
官（君（鋸）＝g（β）吼－み吼2－あ吼g（曾2（∫））                  d                         ∫  
‥・（4．4）  
を最大化する吼を決定する。企業2は吼を予想しつつ、∫∈ぶに対して条件付き期待利潤  
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…（4．6）  ＊  
吼 ＝  
＊  



















官（姉）＝君（勅f（両（吼（∫））2一顧）吼（∫）  …（4・14）  
を最大化するように自己の産出量を決定する。これをを吼（∫）に関して偏微分し0とおくと、  
各企業の反応関妬か新（船中諭が得られる0   
これを解いて、各企業の均衡産出量と均衡期待利潤が以下のとおり得られる。  
＊ 瘍 
吼＝曾2＝立脚  …（4．15）   
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伽1＊（1，鍵加1＊（0，1）が成り立つ。同様に（4．9）と（4．3）、（4．16）と（4．13）を比較して、   
企業2についても叩2＝1が支配戦略となる。したがって、この情報戦略ゲームにおいて   
は、情報戦略吼＝1は支配戦略均衡であり、よってナッシュ均衡である。つまり、複占企   
業がともに情報を保有する場合、いずれの企業も利用することとなる。この事芙自体は、   
こうして明確に定義するまでもなくきわめて自明のことと思われる。  














…叩＝（∫，∫）   




なお、単純下のために確率変数に関して βl＝β2＝βかつ∂＝V2 と仮定する。  
各企業が入手した情報を利用して、ベイズルールに基づき、確率変数αに関するする条件付  
き確率分布が形成される。たとえば、  
βf∂  掠＝卑＝αエ）＝   ＝β＝βf である。以下同様に、  
A∂＋（トA）∂  
施＝鵜＝∫′）＝1一見，施＝瑚＝∫エ）＝トA，ヰ＝叛＝∫〃）＝トA  
施＝鵜＝㌔）＝A と表せる。  
















が得られる0∫i＝∫L，∫〝の場合に分けて、これに上述の条件付き確率を代入して整理する   
と、∫∫＝㌔のケースでは次の解が得られる0（∫i＝㌔の場合はL、Hに閲し対称0）  
∫f＝∫エト赫＝∫〟》  
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走する。企業1は各情報（∫1，∫2）に対して条件付き期待利潤  
g（ヰ．，∫2わl（∫1，∫2）－あk（∫1，∫2））2－あ吼（∫1，∫2）ヴ2（∫2）を最大化する吼（∫1，∫2）を決定する0 8  
企業2は完全ベイズ均衡の概念より条件付き期待値官（吼（∫1，∫2刊∫2）を想定し、期待利潤  
g（αl∫2k2（∫2）－あ（留2（∫2））2－あだ（吼（∫1，∫2姫2k2（∫2）を最大化するヴ2（∫2）を決定する0 α∫   
以上から、反応関数が次の通り得られる。  
吼（∫1，∫2）＝去（紳，∫2ト舶2）），曾2（∫2）＝去頼トみぞ抽，潮） ）  
ただし、（ぷ1，∫2）および∫2が㌔と㌔のどちらをとるかで、吼♭乙，拙吼（再〃），  
吼（㌔，㌔），吼（∫〟，∫ 〝）、およびヴ2（∫エ），曾2（∫〃）の場合に分けて反応曲線を想定する0   
これらを解いて、最終的に両企業の均衡産出両と均衡期待利潤が次の通り得られる。  




（恒2）什6赫l∫1，∫2）軸）ト抽妹）f）  加ご（P，ぶ）＝   
















??【?9官蜘∫l，∫2）杵頑紳1，∫2）   …（5．12）  g方；（P，∫）＝  
36み  
④叩＝（ぶ，∫）の場合（完全情報のケース）   
このケースでは各企業が共有情報（∫1，∫2）を利用でき、産出量は吼＝吼（∫1，∫2）と表せる0  
各企業は情報（∫1，∫2）に対して条件付き期待利潤  
g（αl∫l，∫2k′（∫l，∫2）－あ（吼（∫l・∫2））2－あ吼（∫l，∫2）勘（∫1，∫2）を最大化するように吼を決定する0  β  
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反応関数は吼（∫1，∫2）＝新種，∫2トあ締，∫2））であり、均衡産出量と均衡期待利潤は  
路，∫2）＝去紳，∫2）  …（5・13）  
…（5・14）   榔，ぶ）＝去勅∫l，∫2）ア）  
以上4つのケースにおける均衡期待利潤をそれぞれ比較する。  





ッシュ戦略である。   
この節の分析では、需要不確実性下のクールノー複占市場では、各企業は独自の情報を  
私的情報にとどめ、公開しないという情報戦略均衡がもたらされることが示された。   
情報量の増大という観点から考えれば共有情報のほうが有利であるように思われるが、  
こうした状況のもとでは私的情報のほうが高い均衡期待利潤をもたらす。  
6：情報の非対称性と社会厚生   
本節では、第4、5節のクールノー複占モデルの情報戟略ゲームで分析したケースに、  
価格理論の余剰分析の概念を導入して、情報の既存状況が経済厚生にどのような影響を与  
えるかを分析する。   
まず、対称（symmet町）か情報と、非対称（asymmetry）な情報という構造の違いを考える。   
ゼロ情報のケース（第4節①）における均衡期待利潤を加0、対称情報下のケース（第  
4節④）の均衡期待利潤をg方∫とし、相称情報の価値は、叩∫＝加∫一加0と定義する。  
…（6・1）   （4・3）と（4・16）より、Wぷ＝孟晦¢l可汁如ヤ）  
非対称情報下のケース（4節②および③）の情報優位企業の均衡期待利潤を伽Aとし、情  
報優位企業にとっての情報の価値を叩A＝肋A－加0と定義する。  
…（6・2）   （4・3）、（4・9）、（4・12）から、か＝孟晦（綿輌（α）ヤ）  
以上より、 叩∫：WA＝4：9  …（6．3）  
という関係が導かれる。   
さらに複占での産業全体の均衡期待利潤をPW∫，PWAとする。4節以降の想定では固定  
費用はゼロであるから、これは生産者余剰に等しい。   
非対称情報下での情報優位企業の情報価値は4節②、③の分析より0だから、  
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P沼∫＝肝＋W∫， PWA＝停A＋0  
（6．1）（6．2）より、gが≦gが，  
（6．3）（6．4）より、即が≦ダWA  
（6．5）と（6．6）から、次のように言うことができる。   
需要不確実性下の複占市場では、非対称情報下の情報優位企業の均衡期待利潤は対称情  
報下の均衡期待利潤を上回り、産業レベルにおいても非対称情報の価値は対称情報の価値  




サイドの対称価値と非対称価値をそれぞれ CⅥ「∫＝飢∫一旦rO，CⅥ’A＝g了d一旦がと定  
義する。  
（4．2）、（4．6）（4．7）および（4．10）（4．11）、（4．15）から各消費者余剰が次の通り求められる。  


























餓A＝去巨7赫刷」5古画   
（6・1）、（6．2）、（6．6）、（6．7）、（6．10）～（6．12）より、次の結果が導かれる。  
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麒nO≦gnA≦且nざ  ‥・（6．13）  
0≦ぶ叩A≦∫叩∫  …（6．14）   
すなわち、社会全体では対称情報の価値のほうが高く、対称情報下にあるほうが厚生が  
大きい。   
以上、企業レベルや産業レベルでは非対称情報の価値が高く望ましいこと、消費者サイ  
ドや社会全体では、対称情報のほうが非対称情報よりも価値が高く望ましいことが示され  
た。   



















－47－   
＝ 産業政策へのインプリケーション   








造を人為的に実現しなければならない。これが、ハーバード学派の現実への指針である。   
実際にアメリカは70年代に至るまで伝統的に厳格な独禁法が適用される風潮が強かった  
が、その理論的根拠はハーバード学派の主張であった。   
しかし、シカゴ派の登場が産業政策の方向性を大きく変えた。   
既に述べたとおり、シカゴ派によれば市場の集中は経済的成果によるものであり、それ  
を政策当局が強引に分割せしめたり、プライステイカーの世界を人為的に作り出すという  
のは返って生産性の効率性を損なうおそれがある。   
また、シカゴ派の定義では、特許などの政府規制以外には参入障壁は原則として存在し  
ないことになる。従来参入障壁とされていたものはむしろ経済効率性を実現する手段であ   









れは、「定性的な豊かさの喪失」ととらえることもできよう。   
戦略的行動論においても、本稿で勘案した要素の他に様々な要素が掛酌されている。   
たとえば、企業が価格戦略を行なう場合や、規模の経済性が存在する場合である。本稿  




「過剰参入の定理」が導出される。これはクールノーの極限定理と著しい対照をなす。   
もちろん、参入者と既存企業の間での戦略的価格設定によるシグナリング・ゲームや、  
寡占市場でのシュタッケルベルク・ゲームも分析されている。   
こうした特徴は、赦密な分析によって現実の企業行動を描写・予測することを可能にし  
－48－   
ている一方、伝統的理論とは異なってモデルを実証分析が可能なように修正しにくく、モ  
デルから導出された結果を検証しにくいという欠点をもたらす。   
政策当局はその直面する状況に応じて柔軟で弾力的な政策運営を行なう必要があろう。  










るいはしない）ことを主張する従来の産業政策とは異なっている0   
実際に日本、あるいはアメリカの産業政策についてこの視点から分析することは本稿の  
範囲を超えているが、述べた通り本稿のケースも特殊な一例に過ぎず、政策を発動する場  
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